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I 問題提起

CVP分析 (cost-volume-profitanalysis) は，管理会計において，伝統的

な計数モデルの一つとして，とりわけ利益計画のための中心的な分析手法とし

て，これまで広く取り扱われてきた。損益分岐分析 (break-evenanalysis)と

して知られている伝統的 CVP分析は，利益図表を用いて，損益分岐点 (break

-even point), つまり利益も損失も生じないところの，企業にとっての採算点

を計算し， CVP関係を視覚的に分かりやすい形で明示するものであった。こ

のような CVP分析は，分析の関連諸要素について不確実性が存在しないこと

を前提にしていると同時に， (1)総原価の固定原価・変動原価への分解可能性，

(2)収益関数・原価関数の線型性， (3)生産量＝販売量，在庫の無視， (4)単一品種

生産ないし一定不変の製品構成 (product-mix)等を仮定している尻

伝統的 CVP分析が直観的で，分かりやすく，用いやすいという大きなメリ

ットを持つているために，企業経営管理の中で長く適用されてきていることは

周知のところである。しかし，かねてから会計学者の一部は，それが成立する

上での諸前提条件が複雑な企業経営環境の現実を正しく反映しておらず，従っ

て， 利益計画設定のために最適な意思決定を導き難いと指摘している。そこ



-144- 経済論究第 69 号

で，彼らは管理会計研究において，より現実に近い条件を設定することによっ

て， 伝統的 CVP分析を改良してきたのである。それらは， 在庫変動を考慮

した CVP分析，非線型 CVP分析，線型計画法による多品種 CVP分析，不

確実性下の CVP分析等の具体的な形態をとっている。特に最近では，数理的

な手法を用いての不確実性下の CVP分析についての研究が盛んに行われてい

る。利益計画は将来期間の利益目標を明確化し，具体化するための計画である

から，経営環境の変化を常に考應したものでなければならない。それゆえに，

利益計画設定に当たって，経営意思決定のために有用な情報を提供するために

は， CVP分析もまた，経営環境の不確実性要因を考慮に入れて行わなければな

らない。これまで展開されてきた不確実性下の CVP分析は，伝統的 CVP分

析の他の諸仮定条件を変えずに，予測販売量を唯一の不確実要素と見なし，そ

れについての推定された確率変数の確率分布に基づいて，損益実現の可能性に

関する追加情報を提供することを主要な目的とするものであった2)。 このよう

な分析はモデルの現実化ということで一定の意味を持つていることは否定しな
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いが，伝統的 CVP分析の利益図表に販売量の確率分布を追加したに過ぎず，

原価・営業量•利益の相対関係には何等の変化ももたらしていないし，伝統的

CVP分析の限界を本質的に克服し， それを発展させたとは思わない。むしろ

現実の経営の中で，我々は，線型を仮定することでは説明できない非線型の原

価関数や収益関数に直面しているのではないだろうか。また，販売量だけでな

く，コスト・パラメータ，価格パラメータも不確実な要素になりうることが考

えられる。それゆえ， このような場合， CVP 関係は固定不変のものではな

く，流動的になる。そこで本論文は，収益• 原価関数が非線型で， しかもコス

ト・パラメータ，価格パラメータが確率変数になった場合のよりダイナミック

な CVP分析を試みるものである。

図 1は，これまで展開されている CVP分析を整理し，これから試みようと

する不確実性下の非線型 CVP分析の位置づけを示すものである。これまで一

般に取り扱われてきた伝統的 CVP分析等については，多くの管理会計の書物

や論文の中で詳しく紹介されているので，本論文の分析に関連する事柄につい

て説明の必要上触れる以外には，ここで取り上げないことにする。

]1 不確実性下の非線型 CVP分析展開の背景

伝統的 CVP分析では，原価関数も収益関数も線型を示すものとして扱われ

ている。最近までの管理会計，原価計算は一般的に原価関数・収益閑数を一次

曲線として説明しているし，標準原価計算，直接原価計算， LPによる意思決

定問題においても線型の収益関数・原価関数が用いられている。これらのいず

れも販売価格が一定であり，原価は操業度を基準に固定原価・変動原価に分解

できること，そして固定原価は操業度の変動にかかわらず固定的なもので，こ

れに対して，変動原価は操業度（ないし経営活動量）の変動に比例して変動す

ることを前提にしている。これについては，現実を尊重し，原価関数・収益関

数の厳密な追求を目的としたものではなく，教室における教学上の用具を提供

したにすぎないという指摘もある 3)。 このような線型を仮定した単純化への疑

問は，コスト・ビヘイビアの厳密な追求や非線型原価関数・収益関数を仮定し
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た CVP分析の研究を生み出したのであるが，このような研究にはなお多くの

問題点が残されている。本論文での分析を進めるために，ここでは先ずドイツ

伝統的原価理論におけるコスト・ビヘイビア研究及びアメリカの会計学者によ

る非線型 CVP分析の問題提起，そして会計で用いられている主な原価推定手

法とその問題点について簡単に触れておこう。

1. ドイツ伝統的原価理論のコスト・ピヘイビア研究4)

CVP分析とは直接に結びついたものでなかったが， コスト・ビヘイビアの

考察に当たって， ドイツ経営経済学者は原価の非線型性を早くから取り上げ，

原価理論を展開してきた。原価理論における原価思考の展聞は，特に原価の高

さはいかなる原価作用変数に依存し，そして，そこからどのような結果が得ら

れるかを明らかにするものであった。コスト・ビヘイビアに作用する要因は色

々考えられるが，その最も重要な一つは操業度である。ある生産期間において，

一定の生産能力の下で操業度の変化の影響によって，変化する原価は変動原価

であり，変化しない原価が固定原価として区分される。シュマレンバッハは，

更に操業度変化の様態に応じて原価を比例原価，固定原価，逓減原価，逓増原

価に細分しており，それらの態様変化を全体額と単位当り額別に考察し，総原

価曲線の経過の特徽を次のように述べている。『原価は完全操業に達するまで

極めて僅かではあるが，逓減的に上昇するのが通常である。操業がその経営に

とって正常的とみられる程度よりも大きくなると，逓減が止み，度々突然的に

逆に逓増に転じ，最後にはそれ以上の負担が経営の拡大なしでは不可能となる

ような程度まで達するのが常である』5)。彼は具体的な原価関数を示していな

いが，以上の説明から，そして彼の取り扱っている例示からも全体原価の非線

型性が考察され，それは＇＇逆 S字"曲線として考えることができるであろう。

同じドイツ経営経済学者のメレロヴィッツは操業度の変化に対応して，原価

を固定原価，不足比例原価と比例的原価とに分け，三種の原価の経過様態を次

のようなグラフに示している（図 2参照） 6)。彼は差額原価を二つの操業量に

対応する原価総額の差額として，微分原価を単位当り差額原価として理解した

上で，限界原価を無限小の操業増加のときに生ずる全体原価の増分と考えてお

... 

I 
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り，幾何学的に言えば，総原価曲線の一定点に対する限界原価は総原価曲線へ

の接線が数量軸の正の方向となす角の正接に等しいと説明される。総原価曲線

の経過の特徴を操業度変動に対応する単位当り原価の変動で説明することによ

って， それを逓減領域， 比例領域と逓増領域とに区分し， それぞれに不足操

業，完全操業，超過操業が対応され，単位当り原価が最小となる操業度，

り比例領域での操業を経営の最適状態と呼んでいる匹

つま

以上のようなドイツ伝統的原価理論のコスト・ビヘイビア研究の展開は，経

済学と無関係にドイツの経営経済学者によって独自になされたものであるとい

う指摘もあるが， オーストリア限界学派の影響を既に受けていたことは事実で

ある。これは利益極大化を追求する企業行動を主として原価の側面から考察し

ている。このことはコスト・ビヘイビアの非線型性の考察は原価理論の中で早

いうちにすでになされていたことを示している。 しかし， このような理論的な

分析は実証研究に基づいておらず， ミクロ経済学の生産理論と同じように暗黙

のうちに色々な仮定条件を前提にして進められてきた8)。
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2. 非線型 CVP分析

1960年代に入ってからアメリカの会計学者は，伝統的 CVP分析の線型仮定

の限界を認識し，非線型 CVP分析を管理会計研究において試みはじめた。も

っともそれは， 会計学者が会計的な方法を用いて独自に展開したものではな

<' ミクロ経済学（ないし価格理論），企業経済学における均衡分析ないし限

界分析を導入して，微積分の数学知識を援用して会計学の諸問題を分析・認識

しようとするものであった叫

ミクロ経済学は， 一定の市場構造の下で，合理的な経済主体がどのように行

動するかを分析することを目的としている。企業（ないし生産者）に関しては，
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競争市場と不完全競争市場を仮定し

て，収益関数がそれぞれ一次曲線と上

に凸な曲線として示される。このよう

な原価関数・収益関数が与えられたう

えで，限界分析の手法を用いて，企業

にとっての最適生産量を求める。すな

わち，限界収益＝限界原価という企業

の均衡条件（企業の利潤が最大化され

る条件）を満たす操業の決定である。

限界収益・限界原価は， それぞれ収益

関数・原価関数の生産量についての一
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次微分で，グラフでは，収益曲線・原価曲線の接線の傾きに等しい。このよう

な CVP関係は図 3に示されている 10)0 

伝統的 CVP分析を思いだしながら，経済学で用いられている非線型 CVP関

係分析が次のような特徴を持っていることが分かる。 (1)伝統的 CVP分析では

損益分岐点が一つしか存在しないのに対して，ここでは損益分岐点が二つ (Xo1,

Xo2)現れている。両分岐点の間の領域は利益区間で，それ以外の領域は損失区

間である。 (2)限界分析の結果，限界収益＝限界原価を満たす操業 (x*)は企業の

最適経営規模であり，この点で，利益の極大化が実現される。伝統的 CVP分析

ではこのような最適化思考が存在せず，そこで与えられた生産能力の下で，百

パーセントの操業が最大利益をもたらすと考えられる。つまり資源の最適利用

は伝統的CVP分析では問題とならないのである。 (3)伝統的 CVP分析は原価・

収益を総額ベースで用いているのに対して，非線型 CVP分折は限界原価，限

界収益，平均原価，平均収益の相互関係分析にむしろウエイトをおいている。

一部の会計学者は非常に積極的にこのような経済学で展開された非線型

CVP分析の会計学への適用を推奨しているが， このようなやり方には問題が

ないわけではない。 ビアマンは非線型 CVP分析を評価しながら， 実際の会

計において取り入れられていない理由として次の二つを挙げている。その一つ

は情報の不完全性，つまり限界収益，限界原価曲線は確実に知ることはできな

いこと。もう一つは，不完全市場仮定下での収益曲線において，競争者の行動

による影響を無視していること，つまり販売量を上げるために価格を引き下げ

れば，競争者も対抗して価格を引き下げるから，販売量は必ずしも予想通りに

あげられないことを考慮していないことである 11)0 

このような非線型 CVP分析の会計学への無批判的適用に対していくつかの

問題点を指摘しておきたい。 (1)まず，経済学と会計学の原価，利益概念には一

定の相違がみられる。例えば，経済学では，株主（持ち分）への配当を資本コ

ストとして原価に入れるが，会計学では，それを原価と見なさず，利益の分配

として考えている。更に経済学では原価を細かく区別しないのに対して，会計

学では期間，部門別に原価を区分している。このことは当然両原価曲線の相違

をもたらす。 (2)経済学は個々の企業ないしすべての生産単位の間における最適
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な資源配分についての研究を目的としており，その原価関数は当初に仮定され

たものを正確なものとし，そして原価の予測もまた完全な知識でもってなされ

たものであるとしているが，これらは必ずしも会計記録や経験的データに基づ

くものでなく，従って，現実に即したものであるとは言い難い。また，収獲逓

減の法則はもともと農業において妥当するものとして見い出されたもので，エ

業に適用するかどうかについてもなお異論が存在する。 (3)異なる業種は異なる

コスト・ビヘイビアのパターンを有していること，また，企業経営意思決定の

ための諸代替案の間に互いに衝突が生じやすく，意思決定環境も複雑で，流動

的であるから，必ずしも一義的な最適化思考が適用されないように思われる。

3. 原価の推定方法

経済学の限界分析手法は，収益関数と原価関数が非線型を示す場合にいかに

最適解を求めるかの方法を我々に教えてくれている。しかし，これを会計学に

適用する場合には，会計学者が適切な方法（例えば，統計的手法）で原価・収

益関数を推定しなければならないであろう。さもなければ，経済学のモデルを

ただ繰り返すことだけに終り，会計実践の問題解決に如何なる方向をも示唆し

ない結果に終ってしまうであろう。利益計画のための固有の手法として開発さ

れた CVP分析は正確な収益関数・原価関数が与えられて初めて正確に CVP

関係を明示することができ，最適な利益計画設定に貢献しうるのである。収益

関数の推定には，価格と需要量との関係を考察する必要があり，通常，市場調

査，販売部門担当者の主観的な推定に頼ることが多い。ここでは，主に会計に

直接かかわっている原価推定の手法を取り扱うことにする。

コスト・ビヘイビアの推定に当たって，勘定分類法，スキャッター・チャー

ト法 (scatterchart method), 回帰分析（統計的手法）， 工学的方法 (engi-

neering method), シミュレーション等がよく使われている。これらの推定法

の中で，どれを使うかは，推定者の裁量によるが，各方法の用いやすさ，所要

コスト，複雑な意思決定への適用可能性等にもよる。原価と原価作用変数との

間の関数関係が推定されれば，これに基づいてコスト・ビヘイビアを図式化す

ることができる。
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勘定分類法，スキャッター・チャート法，回帰分析は過去のいくつかの期間

の経験的データに基づいて，原価を分類し，コスト・ビヘイビアを推定し，将

来期間の計画設定のために役立たせる。勘定分類法，スキャッター・チャート

法による推定は少量のデータの場合， しかも容易に適用可能であるというメリ

ットを持っているが，データが少ないために，また，推定者の主観が大きく働

いているので，誤差が大きく，正確な原価様態の推定にはならない12)。回帰分

析の一つである最小自乗法はより梢密な推定法としてよく用いられているが，

勘定分類法，スキャッター・チャート法と共に，原価と原価作用変数との関係

を線型関係に限定しているという制約をもっている 13)。そのほかにより高等な

統計的手法として重回帰分析も用いられているが，この分析手法は原価と複数

個の要因変数との間の関係を推定するものである。コンピュータが普及してい

る今日では，数多くのデータが集められうる場合に，回帰分析が適用しやすく

なったために，会計の中でも日増しに多く使われるようになっている。

以上の手法に対して，工学的方法は生産過程における生産要素の投下と製品

の産出との間の物的関係を明示してから，物的生産要素の消費量に価格を乗じ

ることによって原価を推定する手法である。この手法によって推定された原価

関数は一般的には直接材料費や直接労務費のような直接原価を表わすもので，

修繕費，一般管理費，設備便益費のような製造間接原価は関数式に現れてこな

い。全く新しい生産工程が設定され，過去の経験的データが乏しく，回帰分析

手法が用いられない場合この手法が使われる。細かい時間研究，作業研究を行

うことによって，次期間のコスト・ビヘイビアの推定を目的とする手法である

が，コストがかかること，製造間接原価を含めた総原価の推定ができないこと

はこの手法の欠点である 14)0 

利益計画設定に代表される経営意思決定は，未来期間における最大利益の獲

得を目指して代替的行動を決めることであるから，このための原価推定は，過

去の限られた経験的データを対象とする分析手法に頼るだけではもちろん不十

分である。そのためには，我々は，過去のデータを分析した結果に生産要素の

価格変化や生産技術の変化及び他の環境の変化の影響を加味して，コンピュー

夕及び他の数理的手法を適用して，より現実に近い原価推定を行わなければな
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らない。

そこで，次に利益計画にかかわる意思決定との関係において，不確実性下の

非線型 CVP分析を数値例を用いながら考察しよう。

1II 数値例によるモデルの説明

本節においては，非線型の原価関数が与えられて，販売量だけが不確実な場

合と更にコスト・パラメータ， 価格パラメータも不確実要素になった場合の

CVP分析を数値例を用いて説明する。

ケース 1 販売量だけが不確実な場合

〔設例 1〕

千早製作所の経営者は次式によって示される収益関数と原価関数が与えられ

ており，これに基づいて CVP関係を分折している（単位：千円）。

収益関数； TR(x) =540x 

原価関数； TC(x) =炉+240x+14,400

販売量 Xは平均値四が130単位で，標準偏差 m が60単位の正規分布する確

率変数であることが判明している。確率密度関数を f(x)で表す。

① 損益分岐点を求めよ。

② 損失が生じる確率を求めよ。

⑧ 期待利益 E(冗 (x))を求めよ。

解：

① 損益分岐点とは総収益と総原価とが等しい点のことで，与えられた収益

• 原価関数により，次のように求めることができる。

TR(x) = TC(x) 

冗 (x)=540x -(x2 + 240x + 14,400) 

(x - 60) (x - 240) = 0 

より， Xo1= 60, Xoz = 240 (単位）

② 損失の生じる確率は損益分岐点 Xo1以下と Xo2以上の販売が生じる確率

の合計である。
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Z1 = (60 - 130)/60号一 1.1667

Z2 = (240 - 130)/60号 1.8333

標準正規分布表より，

P(x < 60) = P(Z < -1.1667) = 0.5 - 0.3784 = 0.1216 

P(x > 240) = P(Z > 1.8333) = 0.5 - 0.4666 = 0.0334 

従って， P(冗く O)= P(x < 60) + P(x > 240) 

= 0.1216 + 0.0334 = 0.1550 = 15.50% 

より，損失が生じる確率が15.50%である。利益が生じる確率が84.50%で

あることも算定できる。

③ 販売量 Xが期待値四=130単位，標準偏差 (J"x=60単位の確率変数で

ある。このような不確実な要素を考慮にいれて期待利益を求める。

E(冗, (x)) = J冗J(x)dx = J(300x - x2 - 14,400) f(x)dx 

= 300恥ー（心＋叶）ー 14,400

= 4,100 (千円）

確実性下の CVP分析では，限界分析により，両分岐点に挟まれる利益区間

において利益値が最大となる最適生産量を求めることができる。しかし，上例

に示されるような販売量が不確実な要素になっている場合に，計算された最適

生産量に合わせて生産を行っても，それは必ずしも百パーセント実現される確
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図4 非線型 CVP関係 (1)
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証はない。従って， 各販売量が発生する確率に基づく利益の確率分布を示せ

ば，損失発生の確率や少なくとも一定の利益額，損失額発生の確率などの計算

から得られる情報は経営者の利益計画のための生産意思決定をより確実なもの

にするであろう（図4参照）。

ケース 2 コスト・パラメータが不確実な場合

伝統的 CVP分析のみならず，これまで展開してきた CVP分析においても，

コスト・パラメータが確定できるものと見なされてきた。しかし，コスト・パ

ラメータは常に一定不変なものとは限らない。次の三つの理由から，コスト・

パラメータは十分に不確実な要素になりうると考えられる。

(1) 生産要素の市場価格が常に変動していること。その最も典型的な例とし

て，石油ショックによるエネルギー価格の高騰が挙げられる。また近年，為替

相場の激しい変動も要素価格の変動に直接に影響を及ぽしている。円高で海外

からの原材料，部品の輸入が増加し，海外での加工生産のウエイトも確実に増

大している。これらは，日本企業のコスト構造にマイナスとプラスの両面にお

いて作用している。

(2) 生産過程における生産要素の消費能率の変動は一般的であること。実際

の生産の中で，原価標準を決めるが，人為的，非人為的な諸種の原因で標準に

達しない場合が一般的にみられる。例えば，段取りの悪さや従業員の健康上の

問題等は，生産能率を下げることになろう。このことはコスト・パラメータが

一定不変のものではないことを示す。

(3) 生産要素の質の変化もコスト・ビヘイビアに作用する。生産要素の調達

にあたって，価格とトレイド・オフ関係にあるけれども，必ずしもいつも同質

のものだけが調達されるとは限らない。質のよい要素は消費能率を上げ，良質

の製品を生産するが，質の悪い要素は逆の効果をもたらす。

以上の生産要素の価格，消費の能率，質の変化は時には相関を持つことも考

えられ，統制不能な場合が多い。これらはコスト・パラメータを不確実なもの

にし，コスト・ビヘイビアの変動をもたらす。ゆえに，収益曲線と原価曲線の

相対位置も変わるために，損益分岐点もシフトすることになり， つまり CVP

関係が変わってしまう。この様な状況下における非線型 CVP分析はこれまで
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に会計学で展開された CVP分析手法より，更にダイナミックなものになら

ざるを得ない。次の例示は，コスト・パラメータが不確実な場合と，販売量と

コスト・パラメータが共に不確実な場合の CVP分析を示している。分析の結

果が図 5に示されている。

〔設例 2〕

千早製作所の経営者は次のような収益関数と原価関数を与えられている（単

位：千円）。

収益関数； TR(x)=540x 

原価関数； TC(x) =x2+bx+l4,400 

① 原価関数 TC(x) のコスト・パラメータ b は期待値 μb=24Q,標準偏

差 <rb=4Q(千円／単位）の正規分布する確率変数であることが判明して

いる。当該確率密度関数を ,Jr(b) とする。損益分岐点，最適生産量と最

大利益の期待値を求めよ。

② ①の条件以外に販売量Xは， 期待値 μx=l30単位， 標準偏差 <rx=60

単位の正規分布する確率変数であることが判明している。このような場合

における利益の確率分布を求めよ。

解：

① (A) 損益分岐点は次のような条件を満足させるものである。

TC(x) = TR(x) 

炉十 bx+ 14,400 = 540x 

x2 + (b - 540) x + 14,400 = 0 

より X= 〔(540- b)土 [(b- 540)2 - 57,600Jv打/2

Xo1 = 〔(540- b) - [(b - 540)2 - 57,600Jv打/2

Xo2 = 〔(540- b) + [(b - 540)2 - 57,600Jv打/2

損益分岐点 Xo1,Xoz は共にコスト・パラメータ b の関数になってい

る。コスト・パラメータ bが変われば， 損益分岐点もそれに応じて変動

することになる。

(B) コスト・パラメータがいかなる値を取っても，経営者はそれに合わせて

最適な生産決定を行うと考える。利益が最大となる生産量 (x*)を求める
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ために，次の条件が満たされる必要がある。

dTR(x)/dx = dTC(x)/dx 

2x + b = 540 

よりx*= (540 - b)/2 

冗=TR(x) - TC(x) = (540 - b)x - x2 - 14,400 

x*= (540-b)/2を冗に代入して，次に b に関する期待利益 E(1t(b))

を求めると，

冗(b)= (540 - b) (540 - b)/2 - (540 - b)2/4 - 14,400 

= (540 - b)2/4 - 14,400 = b2/4 - 270b + 58,500 

E(1t(b)) = f冗 (b)"1'(b)db= f[b2/4 - 270b + 58,500]"1'(b)db 

＝（峠＋叶）/4 - 270四+58,500 = 8,500 (千円）

② コスト・パラメータだけでなく，販売量 X も不確実な場合，確率変数 x

は N(130,60りの正規分布に従う。次に各 bごとの期待利益 E(冗(b))

及び標準偏差瓜元(b))を求める。

E(冗b(X))= f冗b(X)f (x)dx = f [(540 -b)x -x2 -14,400] f (x)dx 

= (540-b)μ,x - (µ,~+び~) - 14,400 

= 35,300 - 130b 

E (1t(b)) = f冗(b)"1'(b)db= f(35,300 - 130b)"1'(b)db 

~
 

..
 

0

0

 

0

0

 

2

1

 

原
価
・
収
益
（
千
円
）

B: b =240 
C: b =160 
D: b =300 

゜
100 200 300 

営業量（単位）

b 500 

・
』

(a) 

0 100 200 300 400 500 
x(単位）

(b) 

図5 非線形 CVP関係 (2)



不確実性下の非線型 CVP分析 -157-

= 35,300 - 130μ,b = 4,100 (千円）

びは(b))= I -1300"b I = 5,200 (千円）

ケース 3 コスト・パラメータ，価格パラメータが共に不確実な場合。

〔設例 3〕

当企業は次のような収益関数・原価関数を持っている（単位：千円）。

収益関数； TR(x) =px 

原価関数； TC(x) =炉十bx+14,400

価格パラメータ Pは N(540, 30り，コスト・パラメータ b は (240, 40り

の正規分布に従う 15)。当然のことながら， p-b=aもまた確率変数である。利

益冗の確率分布を求めよ。

解：

冗=TR(x) - TC(x) 

= - x2 + (p - b)x - 14,400 = ax - x2 - 14,400 

P, b共に正規分布する確率変数であるから， p-b=aも正規分布すること

になり，その期待値，標準偏差を求めると，

/J,a = /J,p - /J,b = 540 - 240 = 300 

びa= (O"; + O";)VZ = (302 + 402)1/2 = 50 

より，期待利益

E(冗 (x))= J冗 (x)f(x)dx= J[ax - x2 - 14,400]f(x)dx 

= aμ,x - (社+µ~)一 14,400

= 130a - 34,900 

E(冗(a))= J冗(a)f(a)da= J[l30a - 34,900]f(a)da 

= 130μ,a - 34,900 

= 130 X 300 - 34,900 = 4,100 (千円）

びに(a))= I 1300"a I = I 130 X 50 I = 6,500 (千円）

例示 3において特別に明示していないが， p,bの確率分布の正規性から，

p-b=aも正規分布するということは Pと bが互いに独立していることを仮

定している。 これは説明の簡単化を図るためのものである。 pとb が相関し

ている場合でも， aに関する確率分布を求めることが出来るが，それは必ずし
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も正規分布するとは限らない。
、!

以上において，販売量だけでなくコスト・パラメータ，価格パラメータも不 I 

確実な場合の CVP分析を試みてきた。計算の結果，利益の確率分布情報，即

ち E(冗）と a-(冗）が得られ， これらの情報をいかに意思決定に役立たせるか

は主として経営者のリスク姿勢によって決まる。経営者のリスクに対する態度

はほぼ冒険型， リスク回避型の二つに分けられるが，前者はたとえリスクが大

きくても，利益値のより大きいものが好ましいとする態度であり，後者は期待

利益が少々低くても， リスクの小さいものを好む態度である16)。いずれの場合

も，彼らにとって最適な意思決定ができるように， CVP分析は CVP関係に

関する的確な情報を提供しなければならない。

IV 分析展開の意義と問題点

利益計画は，企業の経営方針を反映し，次の会計年度の獲得すべき利益目標

を明示すると同時に，それを達成するために企業内部の諸活動を企業全体の立

場から検討する役割を持つものである。そして，利益計画は企業の各部門にか

かわるもので，販売計画，生産量計画，製造原価計画，販売費・一般管理費計

両，資金計画などを包括した，きわめて総合性の高い計画である。したがって，

利益計画のための代表的な分析手法と見なされてきた CVP分析は，企業を取

り巻く内外の環境の変化を素早くキャッチし，数量化して，そうした情報を利

益計画設定の責任者たる経営者に提供しなければならない。これまで一般に展

開されてきた CVP分析は，数多くの仮定条件を設けており，流動的になって

いるはずの経営環境を静止化しているために，最適な意思決定に結び付くよう

に有用な情報を十分に提供しえなかったといえる。

それでは，本論文で試みた不確実性下の非線型 CVP分析は，利益計画に対

する目的適合性をどれほど有しているであろうか。前節では，非線型の原価関

数が与えられて，販売量，コスト・パラメータ，価格パラメータが不確実な場

合の CVP関係を例示で検討した。販売量が不確実な場合に，その確率分布に

ついての情報は販売部門の責任者からくる。製造部門は予測販売量をペースに

、グ l
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して生産計画を立てるが，希少生産資源の有効利用をまず考慮しなければなら

ず，コスト・パラメータの変動を知る必要がある。コスト・パラメータは生産

要素（材料，労務のように）の市場価格，生産過程における消費能率及び生産

要素の品質の変化によって変わるから，製造部門のみならず，購買部門もとも

にコスト・パラメータの変動について情報を提供しなければならない。そし

て，販売価格が不確実な場合，販売部門がこれに関する重要な情報を提供する

役目にある。従って，本論文の新しい分析の試みは，販売，生産，購買等の諸

部門にかかわっており，不確実性の経営環境の中で，利益計画設定にとって必

要とされる多くの有用な情報を意思決定者に提供することができる。 〔例 2〕

から分かるように，コスト・パラメータが変われば，原価曲線がそれに応じて

移動し，利益曲線と原価曲線の相対位置も変わるから，損益分岐点も最適生産

量も変動することになる。それゆえに，意思決定者は従来の CVP分析を利用

する場合と違って，一義的な意思決定を行うことができず，すべての関連要素

の変化を考慮にいれる必要がある。このような分析の方がよりダイナミックに

なっていると考えられる。

冒頭に述べたように，これまでの CVP分析についての管理会計学の領域で

の研究は，伝統的 CVP分析が依存する条件の非現実性を指摘し，それらの前

提条件の制約を緩和し，より現実に近い前提条件を設けることにより，様々な

新しい CVP分析を展開し，推奨しているにもかかわらず，現実の経営管理の

中で伝統的 CVP分析は，依然として広く用いられている事実を見過ごすべき

ではない。「閲連範囲」を設けることによって， 伝統的 CVP分析はその簡潔

さ，分かりやすさ，用いやすさということにおいて，現実とその単純化したモ

デルとの乖離をカバーしている。しかしながら，現実の会計実務は，更に隣接

諸科学の分析手法を導入し，複雑な経営意思決定に対して，更に厳密な解を与

えることを要請している。高等な数学知識が要求され，また大量のデータの収

集，分析，処理にはコストが掛かることから，会計学の理論研究において展開

された新しいモデルを現実の経営管理実務へ適用することを妨げていると考え

られるが，コンピュータの普及，高等教育を受けた会計担当者，経営スタッフ

の増加などは，将来この問題を解決していくであろう。
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会計学の一つの大きな特徽はその実践性にあり，会計学は常に会計実践に現

れた問題を取扱い，理論化し，また，会計理論による研究成果を会計実践で検

証し，実践に作用し，実践に規定されながら，実践を方向付ける中で，自らの

理論体系を構築して行かなければならない。

【注］

1) 会計学者によっては，原価・営業量• 利益関係分析のことを CVP分析と呼んだ

り，損益分岐分析と呼んだりして，必ずしも明確に区別していないが，筆者は，より

包括な概念として CVP分析を使うことにし，特に上述の諸仮定条件の下で，企業の

採算点を示す損益分岐点を分析の中心においているものを伝統的 CVP分析と呼ぶ

ことにする。

2) ジャディック＝ロビチェックによって始められた不確実性下の CVP分析〔(4)〕は，

販売量を唯一の不確実要素と見なし，伝統的 CVP分析の利益図表に販売量の確率分

布図を重ねて，損失の生じる累積確率，少なくとも損失が生じない，そして，少なく

とも一定の利益額，損失額が生じる累積確率を求めるものであった。彼らは詳しく議

論していないが，販売量以外に，販売価格，単位当り変動原価，固定原価も不確実に

なりうるが，それらが正規分布を示し，そして互いに独立していれば，利益の確率分

布も正規分布するという結論を出している。その後の議論はもっぱらジャディック＝

ロビチェックのこのような結論に疑問を抱き，販売量や利益について，いかなる確率

分布を仮定した方がより合理的かに集中している。販売量以外の CVP分析関連要素

が不確実になった場合の CVP分析についてなんらかの展開も見あたらない。

3) ゴガンズの1965年の論文〔(3)〕参照。

4) ドイツ原価理論はジュマレンバッハ，メレロビッツ，グーデンベルクの 3人によっ

て代表されるが，ハイネンによれば〔(6)〕，伝統的考察方法， つまり原価が操業度に

直接に依存して変動するという考え方から，操業度とコスト・ビヘイビアの関係を考

察するシュマレンバッハとメレロビッツが伝統的原価理論の代表者であり，そして，

総原価の高さと操業度変化との間になんら直接な関係も存在しないし，原価はむしろ

直接的には生産要素の給付の費消によって決定されると考え，近代経済学の方法論を

駆使し，経済学の生産理論を自らの原価理論の根底とするグーデンベルクを近代的原

価理論の代表者としている。ここでは簡単に伝統的原価理論のコスト・ビヘイビア研

究を紹介する。

5) ハイネン〔(6)72ページ〕の引用文参照。

6) 図2についてはハイネン〔(6)82ページ〕の図例を参照にした。

7) メレロビッツは比例領域が存在しているが，それが一点に過ぎず，その点に対応す

る操業度こそが最小費用結合をもたらし，最適な経営規模に導くという。

8) ハイネン〔(6),51ページ〕はドイツ伝統的原価理論による原価態様にかんする研究

、,'
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の独自性を強調しているが， ドイツの伝統的原価理論は，一つの絶対的な生産能力，

全体原価，そして最も簡単な生産過程を仮定して，暗黙のうちに，収穫逓減の原則を

前提にしている。従ってドイツの原価理論のコスト・ビヘイビア研究は経済学と関係

なしに経営経済学者によって全く独自になされたものとはいえない。

9) ゴガンズ〔(3)〕ウェーサー〔(5)〕たちはこのような主張の代表者である。

10) 経済学では収入・費用• 利潤概念を用いているが， ここでは我々は， 説明の便利

上，収益•原価• 利益の会計概念を用いる。

11) ビアマンの1963年の書物〔(1)29--34頁〕を参照。

12) 経験的データを座標軸にプロットすることによって原価線を推定する場合，どれら

の点を通って線を引くかは，推定者の主観性に大いに依存する。次のグラフから分か

るように，同じデータが与えられて，異なる何本かの原価線が推定される。

: 

営業量

13) 最小自乗法が原価関数を y=ax+bと想定し，与えられたデータと想定された原価

線との間の偏差の自乗和が最小となるように aとbを定める。つまり

n n 

a,b i=l a,bい］E2=min [ I;(yiー釦）2J=min 区(Yi- a - bxi)2 

を満たす a,bを定める。もしすべての観察値に完全にマッチした原価線であれば，

野=0になる。

14) 原価推定手法についての詳細な紹介は〔(2)〕参照。

15) 価格が変動するにもかかわらず．完全市場の仮定には影響しないものとする。

16) リスク中立型は冒険型と回避型の中間の態度である。
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